
 

 

 

協働事業の提案支援モデル事業の実施について（周知） 

 
 
１ 趣旨 

横浜市では、「横浜市市民協働条例」（平成 25 年４月１日施行）に基づき、

地域の課題解決や魅力づくり等のため、市民の皆様（自治会町内会をはじめ、

市民活動団体、企業等）と横浜市が協力して行う「市民協働」の推進に取り組

んでいます。 

横浜市市民協働条例第 10 条には、市民の皆様から横浜市に対し、市民協働

事業を提案できることが規定されています。 

このたび、「市民協働事業の提案」が市民の皆様に一層活用しやすいものと

なるよう、「協働事業の提案支援モデル事業」を実施いたします。 

 

２ 協働事業の提案支援モデル事業について 

  事業期間を３年度として、次の３段階のステップで実施いたします。 

 

ステップ１：提案アイディアの募集（平成 29 年度） 

 地域課題の解決を図るための横浜市との事業の提案アイディアを市民

の皆様（自治会町内会、市民活動団体、企業等）から募集します。 

（応募された団体から、選考により６団体程度採択させていただきます） 

ステップ２：プランづくりへの支援（助成）（平成 30 年度） 

 ステップ１で採択された６団体に対象に、提案アイディアの事業化に向

けて、係る経費（行政担当部署や近隣団体との打合せに係る経費、専門家

への謝金等）を助成します。 

（助成金：30 万円程度） 

ステップ３：事業実施への支援（助成）（平成 31 年度） 

 ステップ２を経て、実際に行政担当部署へ事業を提案した団体の中か

ら、２団体程度を対象に協働事業実施に係る経費を助成します。 

（助成金：90 万円程度） 
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３ 提案アイディアの募集について 

  （市民協働事業提案アイディアブラッシュアップ助成金／平成30年度交付） 

(1) 助成金の対象となる提案アイディアの要件 次の要件をすべて満たすもの 

・公益的、社会貢献的な事業であって、協働事業を提案する市民の皆様と

横浜市が協働して取り組むことによって地域課題や社会的課題の解決

が図られるもの 

・実施を前提とした事業で、協働事業を提案する市民の皆様が実施するこ

とが可能であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

   

(2) 対象団体の要件 次の要件をすべて満たす団体 

・横浜市内で活動していること 

・５人以上のグループであること 
・自らが主体となって課題解決、まちの魅力づくり等を行えること 

(3) 助成対象経費 

上限３０万円（助成期間：平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日） 

・提案アイディアの具体化に直接関わる方の人件費 
・地域課題の現状や動向、ニーズ等の調査経費 

・提案アイディアの実現に向けて連携が必要な団体等との関係構築の 
ための経費 

・事業化に向けてアドバイスを行う専門家等への謝礼 
・その他市長が必要と認めるもの 

(4) 助成期間 

単年度（１年間） 
(5)  提案アイディア（助成金交付団体）募集期間 

   平成 29 年 11 月６日～12 月 28 日 

 

 
４ 添付資料 

  提案アイディア（助成金交付団体）募集チラシ 

【対象となる提案アイディアの例】 

 広く社会の利益にかなうもの（特別な条件等を要せず参加でき、利益を享受

することが可能であるもの）であり、特定の個人又は団体の利益に寄与するこ

とを主たる目的としていない活動 
・住民同士の見守り、助け合いの体制づくり、担い手発掘 
・地域のサロンづくり（多世代交流、認知症予防、子育て支援等） 
・地域づくり大学校で作成したまちの魅力づくりに関するプランの実現 

＜担当＞ 

市民局市民活動支援課 山本・佐藤 

電話：227-7915  ＦＡＸ：223-2032 

この事業は、平成 30 年度予算案が横浜市会において議決された後に実施が確定します。 



アイディアの実現化や事業所管課との連携を市民局等がサポート 

 市民の皆様（自治会町内会、NPO法人、市民活動団体、企業等）が行う地域や社会をよくする
ための取組（地域の課題解決や魅力づくりの取組）について、横浜市と協働で取り組みたい事業
のアイディアを募集し、アイディアを具体化するためのプランづくりに対し助成金を交付します。 
 この助成金を活用して、事業所管部署との調整などを行いながら、横浜市との協働事業につな
げることを目指します。                   
         ※助成金交付団体は、選考により６団体程度採択させていただく予定です。 

協働事業のプランづくりに30万円助成 

提案アイディア（助成金交付団体）募集期間 

 2017年11月６日～12月28日 
横浜市市民局市民活動支援課 TEL045-227-7915 FAX045-223-2032 

◎プランづくりの支援について 

助成金の概要など詳細は、裏面をご参照ください 
説明会も 
あります 



助成金の 
目的 

 横浜市市民協働条例には、市民の皆様（自治会町内会、市民活動団体、企業等）から
横浜市に対し、市民協働事業を提案できることが規定されています。（条例第10条） 

 市民協働事業提案アイディアブラッシュアップ助成金は、この条例第10条で定める
「市民協働事業の提案」を活用して、横浜市との協働事業に取り組みたい市民の皆様（
自治会町内会、市民活動団体、企業等）を対象にして、地域や社会をよくするための市
との協働事業アイディアを募集し、事業実現に向けてアイディアを具体化するためのプ
ランづくりに活用していただくものです。 

 助成金を通じて、市との協働事業につなげていくことを目的としています。 

応募要件 次の要件をすべて満たすもの 
(1)応募者の要件 
 ・横浜市内で活動していること 
 ・５人以上のグループであること 
 ・自らが主体となって課題解決、まちの魅力づくり等を行えること 
(2)助成金の対象となる提案アイディアの要件 
 ・公益的、社会貢献的な事業であって、協働事業を提案する市民の皆様と横浜市が 
  協働して取り組むことによって地域課題や社会的課題の解決が図られるもの 
 ・実施を前提とした事業で、協働事業を提案する市民の皆様が実施することが可能 
  であるもの 

助成 
（支援） 
内容 

上限３０万円 （助成期間：2017/４/１～2018/３/31） 
（助成内容） 
 ・提案アイディアの具体化に直接関わる方の人件費 
 ・地域課題の現状や動向、ニーズ等の調査経費 
 ・提案アイディアの実現に向けて連携が必要な団体等との関係構築のための経費 
 ・事業化に向けてアドバイスを行う専門家等への謝礼 
 ・その他市長が必要と認めるもの 
■提案アイディアの具体化に向けて、市民局等が提案内容に関するアドバイスなど  
 の伴走支援を行います。 
■本助成金の交付を受け、具体化に取り組んだ提案アイディアについて、平成30年 
 度末に２団体程度を選考（実際に行政担当部署に市民協働事業を提案し採択） 
 し、平成31年度の市民協働事業の実施に係る一部経費を助成する予定です。 

助成金 
説明会 

第１回：平成29年11月21日（火）18:00～20:00 港南台タウンカフェ 
（横浜市港南区 港南台4丁目17－22  ２F） 
第２回：平成29年11月24日（金）15:00～17:00 シェアリーカフェ 
 （横浜市都筑区中川１－４－１ハウスクエア横浜107） 
■希望される方は、次までＥメールもしくはお電話にてお申込みをお願いします 

応募先・ 
問合せ先 

【提案アイディア（助成金交付団体）募集期間】 
 2017年11月６日～12月28日 事前相談も随時受け付けております。 
 
横浜市市民局市民協働推進部市民活動支援課 
 〒２３１－００６２ 
 横浜市中区桜木町１－１－５６ みなとみらい21クリーンセンタービル７階 
  （電話）０４５－２２７－７９１５ （FAX）０４５－２２３－２０３２ 
  （E-mail）sh-shiminkatsudo@city.yokohama.jp 
  （HP）http://www.city.yokohama.lg.jp/shimin/shikatsu/ 

＜対象となる市民協働事業提案アイディアの例＞ 
 広く社会の利益にかなうもの（特別な条件等を要せず参加でき、利益を享受することが可能である
もの）であり、特定の個人又は団体の利益に寄与することを主たる目的としていない活動 
 ・住民同士の見守りの取組 ・助け合いの体制づくり、担い手発掘 ・地域のサロンづくり  
 ・子どもの貧困対策の取組 ・高齢者の孤立化を防ぐ取組 ・環境美化の取組 等 

この事業は、平成30年度予算案が横浜市会において議決された後に実施が確定します。 
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